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はじめに

今、航空に求められていること
かつて航空は、車で言えば「ロールスロイス」のような一部の利用者のためのぜい沢な

サービスでしたが、現在では国内だけでも年間１億人近くの人間が利用する、ファミリー
カーのような国民の足として定着し、高い公共性を有するに至りました。経済のグローバ
ル化が進展し、中国やアジア諸国が目覚しく成長するなか、四方を海に囲まれた我が国に
おいては、航空輸送は、我が国の経済社会の活性化や国際競争力の向上のため、国家とし
ても必要不可欠なものとなっています。
我が国の航空業界は、大幅な規制緩和により、産業全体として構造転換期を迎えていま

すが、さらに景気低迷や国際的なリスクの高まりが重なり、ますます改革の速度を速めな
ければならない状況に追い込まれております。

空港を活かす取り組み
今日、ほぼ全国をカバーするだけの空港が整備されておりますが、需要の集中している

大都市圏における拠点空港の機能強化が必要です。特に、全国の航空ネットワークの要で
ある羽田空港では既に容量が限界に達しています。羽田空港の再拡張事業を実施すること
は、いわば国家の命運をかけた大変重要な事業であり、一刻の猶予も許されません。世界
各地で拠点空港の大規模な整備が急ピッチで進められています。空港は我が国の発展の要
であることから、その整備のあり方は、規模やスピードの面でこうした世界の動きを上回
るような大胆な計画をもって実現していく必要があります。
また、インフラは作って終わりではなく、利用されて初めて価値の出てくるものです。

空港についても、これからはいかに使うかという視点で考えることが必要です。そのため
には、空港だけでなく、空港までのアクセスや地域経済の活性化、観光立国との連携等、
従来の行政の枠組みを超えた新しい行政の取り組みも必要となってくるでしょう。

航空の発展を祈念して
今回の「航空に関する懇談会」は、このように航空産業の面、空港整備の面、その他社

会経済情勢の面で多くの課題に直面している航空分野について、各界の有識者から幅広く
自由な意見を出してもらうために設けられました。この１年を通して５回の懇談会で議論
してきたことをここにまとめることとしましたが、これが我が国における航空の発展の一
助になれば幸甚です。



1「航空政策を展望する」（要旨） 航空に関する懇談会

空港整備を始めとする航空問題に対応するためには、国家戦略が必要。

国家戦略の方向性については、インフラ間の連携、観光立国、国産航空機開発、マクロ経済の

活性化、公共性の確保等様々な視点からのアプローチが考えられる。政府の推進する観光立国に

航空は不可欠であり、他の輸送機関やインフラとの連携も重要である。観光については、インフ

ラ整備のみならず、人を惹きつける構想力も必要。また、時間軸の重要性やマスコミの役割の重

要性も忘れてはならない。

セキュリティの強化が不可欠。
航空の現場における安全性の確保も重要。

国際的にテロのリスクが高まっており、国としてセキュリティ強化に取り組むことが必要であ

る。本人認証や手荷物検査に新技術を活用すれば、安全の確保と同時に迅速なチェックを行うこ

とが可能となる。さらに今後は、サイバーテロへの対応も真剣に考えることが必要。また、整備

や運航のアウトソーシング等が進んでいるが、現場のモラルやノウハウの低減により安全が犠牲

にされることがないよう、しっかり管理することが必要。
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社会経済情勢の変化に対応した航空産業の変革・競争力強化が必要。

航空産業のあり方については、競争の促進、需要の創出、新規と大手の役割分担、航空会社の

構造変化、利便性の向上等の視点からのアプローチが考えられる。

規制緩和による航空運賃の低廉化や新規航空会社の参入により、航空輸送市場は裾野が広がり、

市場構造も大きく変化している。スケジュール重視の利用者や運賃重視の利用者等、市場のセグ

メント化が進んでおり、マーケットの構造に対応した航空会社の対応が見られる。また、航空運

賃については、安くなっているものの、必ずしも実態が十分把握されていない。

航空産業の競争力強化のためには、コスト削減やサービス向上が必要である。公租公課につい

ては、航空会社の負担感が大きく、コスト削減の観点からはその負担を軽減することが有効であ

るが、公租公課は全ての航空会社にとって共通の条件であり直ちに競争力に結びつくものではな

いという指摘もある。

航空の特性を活かした利便性の高い航空ネットワークの構築が必要。

国内航空ネットワークを考えると、地方路線の拡充が必要。この場合、公共交通機関として積

極的に地方間の路線を拡充するだけでなく、羽田からの地方便を増やすことにより羽田経由で地

方間の移動を確保することも考えられ、着陸料で配慮することにより運航を促すことも考えられ

る。

今後の航空ネットワークについては、機材の小型化によるネットワーク拡充が期待されるが、

機材小型化の推進にはパイロットの養成やコスト削減等の環境整備や経営努力が必要である。ま

た、海外とのネットワークでは、我が国との経済的連携が強まっている中国を始めとする東アジ

ア圏でのネットワークが重要となってくる。
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空港整備は、国の責任でしっかりと行うこと。特に羽田空港の再拡張
事業は早期に実現すること。
羽田空港再拡張事業については、早期に実施することが重要であり、そのためには一般財源

の投入や地方公共団体の費用負担が必要である。再拡張事業は、航空ネットワークのボトルネ

ックの解消や景気浮揚効果により、全国的にメリットがあるが、特に東京は一極集中の利益を

得ており負担の適正化が必要という指摘もある。財源問題に関連し、空港整備特別会計につい

ては、予算配分の重点化や仕組みの根本的見直しの必要性について指摘がある。

再拡張事業の実施には民間のノウハウを活用してコスト縮減に努めるべきであるが、ＰＦＩ

でこれだけ大規模なものは例がなく慎重な検討が必要である。また、国民の理解を得るために

は、技術的な話だけでなく、夢のある大きなビジョンや空港のデザインコンセプトを明確にす

ることも重要である。

再拡張後の羽田空港への国際線就航については、我が国の活性化の観点から積極的に進める

という考え方と、国民生活に必要な国内便を優先する観点から限定的に留めるという考え方が

ある。また、首都圏における国際航空需要に対応するためには、成田空港の早期整備も重要で

ある。

関西圏の空港問題については、最適運用を実現するため利用者の立場に
立って３空港をうまく活用することが必要。
関西の空港問題については、関空・伊丹・神戸の3空港の最適運用を実現するために全体の

調整や明確な役割分担が必要という考え方がある一方で、新幹線との競争やその他の市場原理

を重視すべきという考え方もある。いずれにしても、利用者の視点に立って、国際線と国内線

の乗り継ぎに配慮することが必要。また、過去の経緯を十分に踏まえた対応が求められている。
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空港経営は、ターミナルビル等におけるサービス改善による収入増加
を図り、空港全体で経営を考えるべき。
空港経営については、着陸料等の航空系収入だけでなく、ターミナルビル等からの非航空系

収入を含め、総合的に考えるべきである。非航空系収入の増加に伴い、着陸料を国際的な競争

力のあるレベルに下げることが可能となる。空港整備特別会計については、不採算空港を抱え

既に破綻しており、個別空港ごとに自力で経営を成立させる仕組みを考えるべきという指摘も

ある。関空会社については、経営努力により着陸料等を下げることや、金利等経営努力以外の

部分で工夫することが考えられる。また、空港は機能面だけでなく、ショッピングやサービス、

文化面を含めた総合的な環境作りが重要である。運用時間の延長やビジネスジェットの利用増

加への対応も今後求められるだろう。

空港アクセスは非常に重要。特に成田－羽田間はアクセス改善が必要。
利用者の観点からは、ドア・ツー・ドアの全体で移動を捉えることが必要であり、空港アク

セスが重要である。特に、鉄道との連携は重要であり、海外の事例の研究やリニアカー等新技

術の開発による高速アクセスの実現についても対応が求められている。個別空港のアクセスに

ついては、特に成田－羽田間のアクセス改善を求める声が多い。その他、利用者の視点に立っ

て、荷物を持って移動する場合や国際線と国内線の乗り継ぎに配慮することが必要。

大都市圏の空港容量の確保�
国際拠点としての機能強化�
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航空交通管理の高度化による安全性向上と容量拡大・効率性向上が必要。
同時にシステムの高度化に対応した人材の育成が重要。
横田空域や管制区域の見直しにより、効率的な飛行経路を実現することが必要。

新技術の導入については、海外の動向に左右されることなく国としてしっかり推進すべきであ

る。ただし、新技術の導入にあたっては、対応する機材の準備を考慮した計画的な導入を図る観

点も必要。また、技術の進歩にあわせた人材の育成が重要である。
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